
要　旨

　無数の取引、生産、通信プロセスから生成される大量のデータ（ビッグデータ）に対してリアル
タイムに近い形で行われる分析は、社会全体の知識や価値の創造を、想定外の水準まで加速化しつ
つある。データ駆動型イノベーション（DDI）とは、この現象から生じている、既存の製品、プロ
セス、組織的手法及び市場の顕著な改善又はこれらの新しい開発を指す。

　DDIは、ローテク産業や製造業を含む、経済のあらゆる部門を変え始めており、資源の効率性・
生産性、経済的競争力、社会福祉を強化する可能性を秘めている。DDIの活用により、すでに多く
の企業や個人にとって大きな付加価値が生み出されているとともに、今後もさらなる付加価値が期
待される。ビッグデータ関連の技術とサービスの世界市場は、2010年から年平均成長率が40パーセ
ント、2015年には170億米ドルになるとしている推計がある。利用可能な資料によれば、DDI活用
企業は、DDI非活用企業よりも、約5パーセントから10パーセント程度速く生産性を上昇させたこ
とが示されている。

　DDIにより、気候変動や自然災害、保健医療と高齢化、水、食料、エネルギー安全保障、超都市
化などの社会的・グローバルな課題への対処も可能となる。行政、研究と教育、保健医療分野への
投資は、情報の収集や分析に大きく依存しているにもかかわらず、大多数の国でデジタル化が依然
として比較的低い水準にとどまっているため、実行すれば特に有益な結果が短期で得られるであろ
う。

　DDIには破壊的な性質があるため、大きな経済的・社会的課題への対処を要する。その便益を最
大化し、関連リスクと障害を軽減するには、全政府的かつ参加型のアプローチが求められる。

　データ駆動型経済への移行に当たって、政策立案者により対処されるべき課題群は2つある。

1．政府は、以下に掲げる投資を刺激しつつ、「創造的破壊」による負の影響に対処することを検討
すべきである。

●●DDIのために必要なインフラへの投資――特に、中小企業と高付加価値サービスを重視しつつ
行われるモバイルブロードバンド、クラウド、モノのインターネット及びデータへの投資。

●●公共部門、保健医療分野、科学及び教育分野への投資――これは、短期間で効率性、知識共有、
福祉を向上させ、世界的課題により適切に対処できるようになる、「手の届く場所に実る果実」
を収穫するためである。

●●民間部門と公共部門の双方における組織改革及び起業精神への投資――これは、データ駆動型
の実験と学習の文化を奨励することにより行われる。
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●●科学・技術・工学・数学（STEM）の分野を超えた、教育訓練及びスキル開発への継続的な投
資――これは、労働市場における賃金格差に対処しつつ、雇用創造の機会を活かし円滑な構造
変化を進めることにつながるものである。

2．政府は、以下に掲げる取り組みを奨励することにより、「オープン性」の社会的便益とオープン
性に対する個人と組織の正当な懸念との間の適切なバランスを理解し、その実現を図るべきで
ある。

●●国家と組織の垣根を超えるデータの自由な流通――これには、インターネットがイノベーショ
ンのための開かれた基盤であり続けることの確保、データへのオープンアクセス及びデータ駆
動型サービス間の相互運用性の両方の促進、並びに相互運用可能なアプリケーション間でデー
タの再利用を可能にすること（例：データ持ち運び制）が含まれる。

●●個人データの責任ある利用及びプライバシー侵害に起因する被害の予防――これには、個人の
参加、データ処理の透明性、プライバシー執行の有効性及びプライバシーリスク管理アプロー
チの採用を推進することが含まれる。

●●社会全体におけるデジタルリスク管理の文化――これは、データ・エコシステムのすべての利
害関係者が関与するものである。

●●データ共有と投資収益（ROI）確保――これは、データ引用や共有を可能とする知的財産権の
許諾制度といった代替的インセンティブ機構の組み合わせによる。許諾制度として、「クリエ
イティブ・コモンズ」や「オープンソース・ソフトウェアライセンス」などがある。

●●市場集中と競争障壁の一貫した評価――これは、より適切な関連市場の画定及びプライバシー
侵害による潜在的な消費者の不利益の考慮によりなされるものである。また、規制当局間のよ
り適切な対話（特に競争分野、プライバシー分野及び消費者保護分野）が必要となるであろう。

●●測定の改善――これは、データ資産の経済的価値の評価を改善し、税源浸食と利益移転
（BEPS）を防止し、より良いDDI政策を設計することに役立つものである。

　これら2つの課題群に対処するためには、政策立案者は、DDIにより、市場の集中と情報の非対
称性の拡大が押し進められ、それにより、個人から組織へ、伝統的企業からデータ駆動型企業へ、
政府からデータ駆動型企業へ（後者の方が、政府より、市民についてのより多くの情報を得ること
ができる）という力の移行が押し進められる可能性を認識すべきである。これらの移行は、もし対
処されなければ、既存の格差を拡大し、社会の一体性と経済の強靱性を弱体化させる、新しいデジ
タル（データ）ディバイドにつながりうるものである。

　これらすべてを考えると、政府は、データ駆動型イノベーションを推進し、関連リスクを軽減す
るに当たって、重要な役割を有する。
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